
平成２９年度 山梨県農地中間管理機構活動方針 

 

山梨県農地中間管理機構 

 

平成２６年３月に決定した「山梨県農地中間管理事業の推進に関する基本方針」に基づき、農

地の利用集積・集約化を推進するにあたって、平成２９年度の活動方針は以下のとおりとする。 

 

１ 機構の事業推進体制及び市町村等関係機関との役割分担 （別紙参照） 

（１）機構の事業推進体制 

  ○ 機構の役員に農業法人経営者や経営実践者でもある農業団体責任者や会社経営者等を

選任しており、経営のノウハウを事業の推進に生かします。 

  ○ 機構の職員を２名から３名に増員し、推進体制の強化を図ります。 

 

（２）市町村等関係機関との役割分担 

  ○ 市町村とは、人・農地プランの見直しを進めるに当たり、連携を図りながら農地の出し

手・受け手の情報の収集・把握に努めるとともに、農地の受け手となる認定農業者等の中

心経営体へ位置づけや、農地の出し手農家の更なる掘り起しを進めます。 

  ○ 市町村、農業協同組合、及び市農業振興公社とは、相談窓口や農地の出し手・受け手と

の交渉などの業務を委託して一体となって取り組みます。平成２９年度は、平成２８年度

と同様に、県下全市町村、及び４農業協同組合、３市農業振興公社と業務委託を行います。 

    なお、市町村は、人・農地プランの話し合いの際に農地の出し手・受け手に対して、農

地の借受希望者の募集の際に認定農業者等の受け手に対して、機構の活用についてアプロ

ーチを行います。また、農業協同組合は、農地利用集積円滑化事業のノウハウを活かし、

組合員からの農地の貸し借りに関する相談の際に組合員に対して、機構事業の活用につい

てアプローチを行います。 

  ○ 農業委員会は、機構との連携を強化し、農地利用最適化推進委員が農地の出し手・受け

手の掘り起こしや両者のマッチングを円滑に行えるよう、農地利用最適化推進員に働きか

けを行います。 

    また、農業経営基盤強化法に基づく利用権設定の終期を迎える農業者に対し、更新３月

前の通知や個別訪問等により機構事業の活用について誘導を図ります。 

  ○ 山梨県農業会議は、農地利用最適化推進員の設置を踏まえ、積極的に事業推進が図られ

るよう、農業委員会を対象とした会議や研修会を開催し、機構と連携して農業委員会に働

きかけます。 

  ○ 山梨県土地改良事業団体連合会、各土地改良区、山梨県農業法人協会は、機構と連携を

強化し、農地の出し手・受け手情報の収集・把握に努めるとともに更なる掘り起しを進め

ます。 

  ○ 事業の重点実施区域(モデル地区)においては、県、市町村、農業委員会等の役割分担を

明確にしたうえで、連携を図りながら事業を推進します。なお、市町村・各地域の人・農

地の状況の把握からのアプローチにより重点実施区域に指定している区域については、機

構、市町村、農業委員会、農地利用最適化推進員、農業協同組合が連携し、人・農地プラ

ンの話し合いの場において機構の活用について働きかけを行います。 



また、基盤整備からのアプローチにより重点実施区域に指定している区域については、

県、機構、市町村、農業委員会、農地利用最適化推進員、土地改良区、土地改良事業団体

連合会が連携し、地元の説明会等において機構や新たな土地改良制度の活用について働き

かけを行います。 

  ○ 農業委員会が行う利用意向調査に基づき情報提供を受けた農地について、農地中間管理

権を取得する農用地等の基準に適合するか現地調査等を実施し、適合農地については、業

務委託機関で情報を共有しマッチングを行います。 

○ 山梨県独自の機構関連事業である「機構借受農地整備事業」、「農地集積基盤整備事業」

などについて、県・市町村の土地改良所管と連携し、積極的な活用を図ります。 

  ○ 果樹産地の農業協同組合・産地協議会と連携して、機構が借り受けた遊休農地（必要に

応じて条件整備を実施）に果樹の苗木を植えて担い手に貸し付けるモデル事業の拡大を図

ります。 

 

（３）市町村等関係機関との連携方法 

  ○ 県幹部職員が、市町村長、農業委員会長、農業協同組合長等を参集する会議等で、事業

推進について協力要請を行い、連携を図ります。 

  ○ 県、機構の本部職員が、全市町村へキャラバンを実施します。 

  ○ 県、機構の本部職員と現地コーディネート担当者は、毎月話し合いを行い、事業の進捗

状況の情報の共有化を図ります。 

 

２ 各地域のおける事業の推進方法 

  農地中間管理事業を所管する山梨県担い手・農地対策室が農政部内の各所属、４農務事務所 

と連携して、全市町村、４農業協同組合、３市農業振興公社などの取組みを支援し、関係機関 

が一体となり、事業の円滑な推進を図ります。 

  また、各地域における推進活動を担う４農務事務所の役割は以下のとおりです。 

 

（１）農地中間管理事業の PR、活用の働きかけ 

   農業者の集まる会議やイベント、就農・参入相談等の機会を捉えた事業説明やパンフレッ

トの配布 

 

（２）関係情報（農地の出し手・受け手等）の収集・提供等 

   農地の出し手・受け手等に関する情報収集及び機構への情報提供 

 

（３）管内市町村、農協、農業振興公社からの相談対応 

   管内市町村、農協、農業振興公社から農地中間管理事業に関する質問があった場合の対応 

 

（４）機構集積協力金の交付事務 

   機構集積協力金の交付事務に係る管内市町村との調整等 

 

（５）本庁や機構と管内市町村との連絡・調整 

   本庁や機構が市町村に協力要請等を行う場合における管内市町村との連絡・調整 



３ 事業活用の働きかけの強化 

（１）農地中間管理事業を活用した場合の課税軽減措置や賃料支払労力の軽減など、事業を活用

するメリットに重点を置いた啓発ポスター、パンフレットを作成し、農地の出し手・受け手

への PR を図ります。 

 

（２）各種広報媒体や座談会を活用した事業周知 

  ○ 県が発行する広報誌「ふれあい」や「普及センターだより」、市町村等が発行する広報

への情報掲載、農業者向けラジオの放送、農業参入フェアでの企業相談や、多面的機能支

払制度や中山間地域等支払制度の地域集落会合、農業協同組合生産部会の研修・総会、普

及指導員が行う研修会、農家巡回や個別相談などを通じて、事業の周知を図ります。 

 

４ 他地域への事業の展開 

（１）事業の重点実施区域（モデル地区）について、平成２８年度までに、農地整備事業と連携

する２６地区を設定しましたが、農業法人による集積、企業の農業参入が計画されている

地域を中心にさらなる追加設定を行います。 

 

（２）各種広報媒体や農務事務所ごとに開催される関係機関を集めた事業説明会などにおいて、

優良事例を紹介することにより、他地域への事業の横展開を図ります。 

 

５ 事業手続の見直し 

（１）農地の借受希望者の募集時期の変更 

  ○ 農地の借受希望者の募集については、平成２８年度までは年６回実施してきたが、平成

２９年度は、担い手が応募しやすいように、通年募集を実施します。 

  

６ 平成２９年度の農地集積目標 

（１）農地中間管理事業の推進に関する活動の目標 

・農用地等の借入面積目標 ３１５ｈａ 

・農用地等の貸付面積目標 ３００ｈａ 

・農用地等の管理面積    １５ｈａ 

 

【参考】 

平成２６年３月に「山梨県農地中間管理事業基本方針」を策定し、平成３５年度までに、

担い手への農地集積率を２７％から４６％に引き上げる目標を設定しています。 

面積ベースでは、約４，５５５ha（６，７１５ha→１１，２７０ha）の集積を目標とし

ており、単純平均で年間４５５ha 程度の事業推進が求められています。 

 

 現  在 

（平成２４年度） 

概ね１０年後 

（平成３５年度） 

耕地面積① 

 うち担い手が利用する面積② 

24,600 ha 

 6,715 ha 

24,600 ha 

11,270 ha 

    ②／① ２７％ ４６％ 

 


